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非化石エネルギー拡大に向けた目安設定を受けての
⾃動⾞製造業の今後の取り組み
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非化石エネルギー拡大に向けた2030年定量・定性⽬標の⽬安

令和４年度 第３回
工場等判断基準WG

資料より

⾃⼯会は⽬標⽬安達成に向けて全⼒でチャレンジしていきます
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目安達成に向けた取り組みの方向性
〜 水素インフラ拡充に向けて

中部圏⽔素利⽤協議会

1.中部圏⽔素利⽤協議会概要

■20年3月、地域横断的な水素需要創出、サプライチェーン構築を目指し、

日本初の取り組みとして、中部圏⽔素利⽤協議会を発⾜

■2030年の商⽤化を⽬指し、2020年半ばの社会実装開始を⽬標に活動

ｸﾞﾘｰﾝ
成長戦略

（2020/12）

水素基本戦略
（2017）

2025年 2030年 2050年

社会実装
開始

商用化

2020年

ｶｰﾎﾞﾝ
ﾆｭｰﾄﾗﾙ

個別実証

2050年カーボンニュートラルに向けたマイルストーン

2025年 2030年

政府目標

300万ﾄﾝ※/年

※内ｸﾘｰﾝ水素
42万ﾄﾝ以上/年

2,000万ﾄﾝ/年

2050年

2020年台後半で
大規模な水素輸送
ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築

2025年に⽔素の
『社会実装』をスタートし、
2030年に商⽤化を⽬指す

中部圏
水素利用協議会
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※副⽣⽔素を含むすべての流通⽔素

30万ﾄﾝ/年
30円/Nm3

1,000万ﾄﾝ/年
20円/Nm3以下
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海上
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石油精製/化学

街利⽤
(港湾/空港他)
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国目標
‘30年42万ﾄﾝ
30円/Nm3

中部圏水素利用協議会

発電/ガス受入
基地

国内
水素

連携先

政府・自治体

各地域活動

有識者

神⼾・関⻄圏
東京湾岸/首都圏
水素ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ

推進協議会

経産省、国交省、
愛知県、三重県
関係市町村等
名古屋港管理組

合連携

会員：⺠間19社
事務局：住友商事、三井住友銀行、トヨタ自動車
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目安達成に向けた取り組みの方向性
〜 水素インフラ拡充に向けて
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蓄電設備へ

蓄電設備(BESS)同社体育館
（緊急時協⼒避難施設）

太陽光発電工場

︓通常時の電⼒の流れ

︓災害時の電⼒の流れ

避難施設へ

生産工程へ

ピークカット用に供給

●岡崎製作所

太陽光発電、使用済みバッテリーによる
エネルギーマネージメント⾼度化に向け、取組み中

三菱⾃動⾞取組事例︓太陽光発電設備と使用済みバッテリーを活用した
蓄電システム

三菱⾃動⾞・岡崎製作所では、発電容量
3.3MWの太陽光発電設備と、岡崎製作所で生産
した『アウトランダーPHEV』のリユースバッテリーを活用
した容量0.6MWhの蓄電システムを導入（※）し
ています。
この蓄電システムは、平常時はピークカットに活用さ
れます。また、災害などにより停電が発生した際には、
太陽光発電設備で発電した電⼒を、本蓄電システ
ムを経由して、近隣地域の避難所となる同社の体
育館に供給することで、地域の皆様の災害対応への
活用も想定しています。2021年度には、災害発⽣
時の運転方法を確認するための動作試験を実施し
ました。
さらに将来的には、電⼒の需給調整市場での活⽤
も検討しており、蓄電システムのマルチユースの可能
性について検証していきます。

※︓ 三菱商事および三菱商事エナジーソリューションズが提供するエネルギーソリューションサービスの⼀環として導⼊しています。

目安達成に向けた取り組みの方向性
〜 使用済みバッテリー活用拡大に向けて
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まとめ

⽇本⾃動⾞⼯業会は2030年⽬標⽬安を達成するために、
全⼒でチャレンジしていきます。
しかしながら、これを達成するためには、産業界と国が連携し、
『グリーン成⻑戦略』、『第６次エネルギー基本計画』を確実に
実⾏していくことが必要と考えています。
経済産業省様には強⼒なリーディングをお願いいたします。
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